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大学院経済学研究科の目的とアドミッションポリシー

.経済学研究科の目的

今日経済社会の急速な変化とともに、深い学識にもとづいた高度な分析力や判断力に対する社会的

ニーズが高まっている。本研究科の目的は、こうした社会の要請に応えて、学識に裏付けられた高い

専門能力を持ち、経済社会において指導的役割を担う人材を養成することにある。本研究科は、企業

や官庁等の組織において優れた分析能力にもとづいて戦略的意思決定を担う高度な専門的職業人、お

よび厳密な学問方法論や幅広い見識を身につけた研究職従事者を養成するとともに、一層のキャリ

ア・アップを目指す社会人・職業人や将来諸外国との架け橋となるべく期待される留学生を積極的に

受け入れ、それらに相応しい専門教育を提供する。

経済学専攻

経済学専攻は、社会に生起する経済問題を専門的学識にもとづいて深く理解・分析し、同時に政策

的な処方箋を示すことで実践的問題解決を果たしうる人材の養成を目指している。そうした人材を養

成するために、本専攻の教育目的は、次のような諸能力の涵養に置かれる。(１)ミクロ・マクロに亘っ

て経済システムに関する理論的・原理的理解を深め、数量把握を含めた高度な分析ツールを身につけ

るとともに、経済問題を幅広い視野から認識しうる能力。(２)実践的な政策や処方箋を案出し、それ

らの有効性や政策相互の関連性を検証できる能力。(３)財政・金融・統計・証券といった経済事象の

諸領域について、経済理論を適用・応用しつつ、同時に地域や時代の特性を考慮しながら、具体的な

分析を行いうる能力。

本専攻は、企業や官庁などで経済問題に関する専門的な調査・分析・企画能力を発揮する人材やシ

ンクタンク等でエコノミストとして活躍しうる人材とともに、地域経済の実情を理解し地域社会に貢

献しうる人材、および海外経済事情に精通し地球規模の経済問題を解決しうる人材の育成を目指す。

経営学専攻

経営学専攻における教育目的は、会社組織に代表される様々な組織体が直面する経営上の課題の発

見・解決を実践できる人材、あるいはそれを学問・理論的な側面から分析できる人材の養成にある。

そこから本専攻の研究目的も、実践の場と学問の場を結びつけることで、それぞれの場に新たな「知」

を提供することに置かれる。

課題の発見・解決に当たっては、経営学、会計学、および情報学にかかわる幅広い見識と豊かな感

性が必要である。より具体的には、次の諸点に関する理解が必須となる。(１)企業社会における意思

決定メカニズムや経営戦略・組織構造の在り方。(２)会計情報の作成や会計的技法の企業経営への適

応。(３)情報処理技術を駆使した社会・産業システムの分析や経営管理。本専攻は、こうした理解を

全般的に身につけつつ、同時にいずれか特定の分野について高度な専門的実践能力を磨くことによっ

て、企業経営を理論的・実践的にリードしうる人材の養成を目指している。

市場環境学専攻

市場環境学専攻は、経済社会の核であり要をなす市場およびそれを取り巻く諸環境を多面的・総合

的に考察することを目的とし、それを通じて市場についての深い理解と分析能力を持つ人材の養成を

目指している。本専攻は、市場環境について次の諸側面に亘って考察する。(１)物財市場を結び付け

躍動させるとともに、それら自体が巨大な市場をなす流通および信用システム。(２)グローバルに展

開する市場の各領域および各機能を取り巻く経済環境の特質。(３)現実の市場機能を反映するととも
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に、その円滑な作動を保障する関係法律体系。

本専攻の人材養成に関する目的は、まず企業や政府等の組織において市場調査、市場の組織運営、

市場の公正な活動維持などに寄与できる人材、すなわち市場アナリスト、マーケティング従事者、国

際的な証券・為替市場で業務を行う人材等を養成することである。また市場を熟知した法律家や税理

士といった高度な資格を有する専門家を養成する。

.アドミッション・ポリシー

本研究科では、上記のような教育目的に基づき、次のような人を求める。

（１）経済社会への関心とその学問的基礎知識とを持ち、大学院における専門分野の研究を通じて

高度な専門知識とその応用的能力を身につけ、修了後、関連分野において指導的役割を果た

すことを希望している人や、わが国との架け橋となりたい留学生。

（２）社会でのキャリアを有し、それに基づいて大学院における専門分野の研究を行い、高度な専

門知識とその応用的能力を身につけ、修了後、関連分野において一層のキャリア・アップを

目指すことを希望している人。

.入学者選抜の基本方針

本研究科では、一般入試のほか、社会人特別入試、私費外国人留学生特別入試を設けることで、一

層のキャリア・アップを目指す社会人や、留学生を積極的に受け入れる。

（１）一般入試では、面接により、志望研究科目に関する学問的基礎知識や、経済社会への関心・

学修意欲・研究の構想・修了後の希望進路を含む進学の目的意識等を総合的に判定する。

（２）社会人特別入試では、面接により、社会で培ったキャリアや、志望研究科目に関する学問的

基礎知識・経済社会への関心・学修意欲・研究の構想・修了後の希望進路や関連分野におけ

るキャリア・アップの構想を含む進学の目的意識等を総合的に判定する。

（３）私費外国人留学生特別入試では、面接により、日本語によるコミュニケーション能力や、志

望研究科目に関する学問的基礎知識・経済社会への関心・学修意欲・研究の構想・修了後の

希望進路を含む進学の目的意識等を総合的に判定する。
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Ⅰ 募集内容

.募集人員

名一般入試・社会人特別入試・私費外国人留学生特別入試経 営 学 専 攻

名一般入試・社会人特別入試・私費外国人留学生特別入試経 済 学 専 攻

募 集 人 員入 試 区 分専 攻

名一般入試・社会人特別入試・私費外国人留学生特別入試市場環境学専攻

募集人員は、１回目募集と２回目募集の合計数です。

１回目募集で募集人員が充足した場合、２回目募集は実施しません。

経済学専攻

准教授 藤 木 剛 康

准教授 藤 田 和 史

教 授 今 田 秀 作

准教授 竹 内 哲 治

准教授 中 島 正 博

准教授 長 廣 利 崇

教 授 Nabil Maghrebi

准教授 簗 田 優

産業政策

産業経済地理学

西洋経済史

経済統計学

財政政策論

日本経済史

ファイナンス論

金融論

経済学史

日米マクロ経済論

経済学原理

ゲーム理論

国際経済学

環境政策

農業経済学

社会政策(労働経済論)

担 当 教 員研 究 科 目研 究 科 目

経営学専攻

准教授 三光寺 由実子

准教授 高 見 直 樹

准教授 山 田 恵 一

教 授 芦 田 昌 也

准教授 岩 田 英 朗

教 授 佐 藤 周

教 授 野間口 隆 郎

簿記原理

経営学史

財務会計論

情報メディア論

産業情報論

情報ネットワーク

IT・オペレーション戦略

准教授 岡 橋 充 明

教 授 クパニ ルンビディ

准教授 厨 子 直 之

准教授 妹 尾 剛 好

教 授 高 岡 伸 行

教 授 吉 村 典 久

教 授 高 瑞 紅

教 授 齊 藤 久美子

原価計算論

日本的・リーン生産システム

人的資源管理論

管理会計論

経営管理論(企業と社会論)

経営戦略論

国際経営

会計学原理

担 当 教 員研 究 科 目担 当 教 員研 究 科 目

市場環境学専攻

准教授 金 川 めぐみ

准教授 清 弘 正 子

准教授 長 阪 守

教 授 渡 邉 英 之

教 授 森 口 佳 樹

准教授 吉 田 雅 章

銀行論

交通論

流通システム論

アジア経済

ＥＵ経済

社会知識情報システム

租税法(岸和田サテライト)

担 当 教 員研 究 科 目

（注）研究指導担当教員が変更になる場合があります。

出願前に本研究科ホームページにて確認してください。

http：//www.eco.wakayama-u.ac.jp/

一般入試・社会人特別入試・私費外国人留学生特別入試

.募集する研究科目と研究指導担当教員

選択した研究科目によって研究指導担当教員が決まります。

（注）出願前に本研究科ホームページにて確認してください。

http：//www.eco.wakayama-u.ac.jp/

准教授 阿 部 秀二郎

教 授 荒 井 信 幸

教 授 大 澤 健

准教授 太 田 勝 憲

准教授 岡 部 美 砂

教 授 足 立 基 浩

教 授 大 西 敏 夫

准教授 岡 田 真理子

担 当 教 員

社会保障法

会社法

企業組織法

租税法(栄谷) ＊

公法

民法

研 究 科 目

教 授 片 桐 謙

教 授 辻 本 勝 久

准教授 柳 到 亨

教 授 金 澤 孝 彰

准教授 高 田 公

教 授 牧 野 真 也

教 授 片 山 直 子

担 当 教 員

＊ Ｈ28.７末までの指導、Ｈ28.８ は別教員が担当する予定。



Ⅱ 出願資格

.一般入試

次の各号のいずれかに該当する者。

（１）大学を卒業した者及び平成28年３月末までに卒業見込みの者。

（２）学校教育法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者及び平成28年３月末

までに授与される見込みの者。(注１)

（３）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者及び平成28年３月末までに修

了見込みの者。

（４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより、当

該外国の学校教育における16年の課程を修了した者及び平成28年３月末までに修了見込

みの者。

（５）文部科学大臣の指定した者。(昭和28年文部省告示第５号)

（６）平成28年３月末で大学に３年以上在学し、所定の単位を優れた成績をもって修得したと

本研究科が認めた者。(注２)

（７）外国において、学校教育における15年の課程を修了した者及び平成28年３月末までに修

了見込みの者で、所定の単位を優れた成績をもって修得したと本研究科が認めた者。

（８）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、22歳に達した者及び平成28年３月末までに22歳に達する者。(注３)

（９）外国の教育施設が日本国内に開設した大学で、文部科学大臣の指定する課程を修了した

者及び平成28年３月末までに修了見込みの者。

（10）専修学校の専門課程(修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基

準を満たすものに限る)で、文部科学大臣が指定するものを文部科学大臣が定める日以降

に修了した者及び修了見込みの者。

（11）その他、大学を卒業した者と同等以上の学力があると本研究科が認めた者。(注４)

（注１）学位授与機構又は大学評価・学位授与機構から学士の学位を授与された者及び授与

される見込みの者をいう。

（注２）出願資格(6)による志願者は、次の条件をすべて満たしていなければなりません。

①出願時に大学の３年次に在学していること。

②２年次までに80単位以上を修得していること。

③３年次終了時までに112単位以上(うち、専門教育科目68単位以上)を修得する見込

みがあり、かつ、そのうちの78単位以上がＡないし優以上の成績(点数評価の場合

は満点の８割以上)であること。

（注３）短期大学、高等専門学校、専修学校、各種学校の卒業者やその他の教育施設の修了

者等を対象とします。

（注４）学校制度が旧制度から新制度に移行する際に、法令上明確に規定することが実際上

困難な旧制度の学校における在学歴を有する者等を対象とします。

.社会人特別入試

次の各号のいずれかに該当する者で、最終学歴となる学校を卒業(修了)又は当該資格を取得し

た後、平成28年３月31日までに社会人の経験を２年以上有し、かつ年齢満24歳に達する者。

（１）大学を卒業した者。

（２）学校教育法第104条第４項の規定により学士の学位を授与された者。(注１)

（３）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者。

（４）外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより、当

該外国の学校教育における16年の課程を修了した者。

（５）文部科学大臣の指定した者。(昭和28年文部省告示第５号)

（６）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者。(注２)
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（７）外国の教育施設が日本国内に開設した大学で、文部科学大臣の指定する課程を修了した者。

（８）専修学校の専門課程(修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基

準を満たすものに限る)で、文部科学大臣が指定するものを文部科学大臣が定める日以降

に修了した者。

（９）その他、大学を卒業した者と同等以上の学力があると本研究科が認めた者。(注３)

（注１）学位授与機構又は大学評価・学位授与機構から学士の学位を授与された者をいう。

（注２）短期大学、高等専門学校、専修学校、各種学校の卒業者やその他の教育施設の修了

者等を対象とします。

（注３）学校制度が旧制度から新制度に移行する際に、法令上明確に規定することが実際上

困難な旧制度の学校における在学歴を有する者等を対象とします。

.私費外国人留学生特別入試

日本国籍を有しない者で、次の各号のいずれかに該当する者。

（１）外国において学校教育における16年の課程を修了した者及び平成28年３月末までに修了

見込みの者。(注１)

（２）外国において学校教育における15年の課程を修了した者及び平成28年３月末までに修了

見込みの者で、所定の単位を優れた成績をもって修得したと本研究科が認めた者。(注２)

（３）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力が

あると認めた者で、22歳に達した者及び平成28年３月末までに22歳に達する者。

（注１）日本の大学の学部を卒業(見込み)の者は、１.一般入試への出願となります。

（注２）中国の３年制大学(専科)卒業生は、３.私費外国人留学生特別入試(３)への出願と

なります。

Ⅲ 出願資格審査

以下の出願資格による志願者は、事前に出願資格の審査を行いますので、次の期日までに必ず経

済学部教務係に審査申込をしてください。
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平成27年11月10日(火)２回目募集

平成27年６月30日(火)１回目募集

出願資格審査用紙は経済学部教務係にありますので、同係に連絡してください。

問合せ先：和歌山大学経済学部教務係

電話(073)457-7805

出願資格審査の対象となる出願資格

一般入試出願資格の(6)、(7)、(8)、(11) 社会人特別入試出願資格の(6)、(9)

私費外国人留学生特別入試出願資格の(2)、(3)

Ⅳ 出願書類等

.一般入試

出身大学等の長が作成し、厳封したもの。

ただし、編入学により大学へ入学した者については編入学前の学校(短期大学、高等

専門学校等)の成績証明書も併せて提出してください。

④成績証明書

受験者本人が作成したものを５部(同一のものを５部，コピー可)提出してください。

作成方法はⅥ 入学試験 ２.研究内容報告書についてを参照してください。
③研究内容報告書

本研究科所定用紙。①入学志願票

注 意 事 項 等出 願 書 類 等

本研究科所定用紙。②取得資格等確認票



.社会人特別入試
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出願資格(2)に該当する者のみ必要。⑦学位授与証明書

出願資格(2)に該当する者は提出不要。⑥卒業(修了)証明書

出身大学等の長が作成し、厳封したもの。

ただし、編入学により大学へ入学した者については編入学前の学校(短期大学、高等

専門学校等)の成績証明書も併せて提出してください。

⑤成績証明書

過去２年間以上の職歴、その他社会人としての経験を証明する文書。④職歴等証明書

受験者本人が作成したものを５部(同一のものを５部，コピー可)提出してください。

作成方法はⅥ 入学試験 ２.研究内容報告書についてを参照してください。
③研究内容報告書

本研究科所定用紙。①入学志願票

注 意 事 項 等出 願 書 類 等

日本語以外による証明書の場合は、訳文(和訳)を添付してください。

本研究科所定用紙。住所、氏名、郵便番号を明記してください。あて名票

本研究科所定封筒。住所、氏名、郵便番号を明記の上、362円切手を貼付してくだ

さい。

返信用封筒

(受験票送付用)

以下の２つの納入方法のうちいずれかの方法で納入してください。⑨入学検定料(30,000円)

本研究科所定用紙。写真を貼付してください。⑧受験票・写真票

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けている外国人は、カードの

表面と裏面のコピーを提出してください。

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けていない者は、パスポート

のコピー(国籍、氏名等が記載されたページと在留資格・在留期間等が記載された

ページ)を提出してください。

⑦在留カード

(外国人登録証明書)

または

旅券の写

出願資格(2)に該当する者のみ必要。

学位取得見込者は、在籍する短期大学の専攻科又は高等専門学校の専攻科の修了見

込証明書と学士の学位の授与を申請する予定である旨の短期大学長又は高等専門学

校長の証明書。

⑥学位授与証明書

金融機関 別添の振込依頼書により金融機関の窓口にてお振込ください。

コンビニエンスストア

(日本国内に限る)

「セブン-イレブン」、「サークルＫ・サンクス」、「ローソン」、「ミニストップ」、「ファ

ミリーマート」のいずれかのコンビニエンスストアからお支払ください。

(上記以外のコンビニエンスストアからは払込できません。なお、詳細は必ず、Ｐ15

を参照してください。)

「入学検定料・選考料 取扱明細書」の「収納証明書」部分を切り取って「入学願

書」の所定欄に貼付して提出してください。

なお、払込期間が次のとおり決まっていますので、ご注意ください。

払

込

期

間

第１回募集
平成27年７月１日(水)午前０時～

平成27年７月24日(金)午後３時

第２回募集
平成27年11月１日(日)午前０時～

平成27年12月４日(金)午後３時

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けている外国人は、カードの

表面と裏面のコピーを提出してください。

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けていない者は、パスポート

のコピー(国籍、氏名等が記載されたページと在留資格・在留期間等が記載された

ページ)を提出してください。

⑧在留カード

(外国人登録証明書)

または

旅券の写

出願資格(2)、(6)に該当する者は提出不要。
⑤卒業(修了)証明書又は

卒業(修了)見込証明書

本研究科所定用紙。②取得資格等確認票

本研究科所定用紙。写真を貼付してください。⑨受験票・写真票



.私費外国人留学生特別入試
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本研究科所定用紙。住所、氏名、郵便番号を明記してください。あて名票

本研究科所定封筒。住所、氏名、郵便番号を明記の上、362円切手を貼付してくだ

さい。

返信用封筒

(受験票送付用)

日本語以外による証明書の場合は、訳文(和訳)を添付してください。

本研究科所定用紙。①入学志願票

注 意 事 項 等出 願 書 類 等

以下の２つの納入方法のうちいずれかの方法で納入してください。入学検定料(30,000円)

金融機関 別添の振込依頼書により金融機関の窓口にてお振込ください。

コンビニエンスストア

(日本国内に限る)

「セブン-イレブン」、「サークルＫ・サンクス」、「ローソン」、「ミニストップ」、「ファ

ミリーマート」のいずれかのコンビニエンスストアからお支払ください。

(上記以外のコンビニエンスストアからは払込できません。なお、詳細は必ず、Ｐ15

参照してください。)

「入学検定料・選考料 取扱明細書」の「収納証明書」部分を切り取って「入学願

書」の所定欄に貼付して提出してください。

なお、払込期間が次のとおり決まっていますので、ご注意ください。

払

込

期

間

第１回募集
平成27年７月１日(水)午前０時～

平成27年７月24日(金)午後３時

第２回募集
平成27年11月１日(日)午前０時～

平成27年12月４日(金)午後３時

本研究科所定用紙。写真を貼付してください。⑦受験票・写真票

出身大学等の長が作成したもの。
⑤卒業(修了)証明書又は

卒業(修了)見込証明書

出身大学等の長が作成し、厳封したもの。④成績証明書

受験者本人が作成したものを５部(同一のものを５部，コピー可)提出してください。

作成方法はⅥ 入学試験 ２.研究内容報告書についてを参照してください。
③研究内容報告書

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けている外国人は、カードの

表面と裏面のコピーを提出してください。

「在留カード(または外国人登録証明書)」の交付を受けていない者は、パスポート

のコピー(国籍、氏名等が記載されたページと在留資格・在留期間等が記載された

ページ)を提出してください。

⑥在留カード

(外国人登録証明書)

または

旅券の写

以下の２つの納入方法のうちいずれかの方法で納入してください。⑧入学検定料(30,000円)

金融機関 別添の振込依頼書により金融機関の窓口にてお振込ください。

コンビニエンスストア

(日本国内に限る)

「セブン-イレブン」、「サークルＫ・サンクス」、「ローソン」、「ミニストップ」、「ファ

ミリーマート」のいずれかのコンビニエンスストアからお支払ください。

(上記以外のコンビニエンスストアからは払込できません。なお、詳細は必ず、Ｐ15

を参照してください。)

「入学検定料・選考料 取扱明細書」の「収納証明書」部分を切り取って「入学願

書」の所定欄に貼付して提出してください。

なお、払込期間が次のとおり決まっていますので、ご注意ください。

払

込

期

間

第１回募集
平成27年７月１日(水)午前０時～

平成27年７月24日(金)午後３時

第２回募集
平成27年11月１日(日)午前０時～

平成27年12月４日(金)午後３時

本研究科所定用紙。②取得資格等確認票



Ⅴ 出願にあたって

.注意事項

出願書類に不備がある場合は受理しません。出願手続後は、記載事項の変更は認めません。

既納の入学検定料及び出願書類は返還しません。

記入事項に偽りがあったときは、入学後でも入学許可を取り消すことがあります。

外国から出願をされる方は、経済学部教務係に連絡ください。(TEL ＋81-73-457-7805)

.出願期間及び提出先

出願期間

Ⅵ 入学試験

.試験方法

研究内容報告書等の出願書類をもとに面接(30分程度)を行い、学力、問題意識、学習意欲等を

総合的に判定します。配点は面接100点とします。

.研究内容報告書について

研究内容報告書は面接に際して最も重要な資料となります。これまでの学習・研究内容と入学

後の研究計画を、以下の点に注意して、論述してください。

（１）内容

・これまでの学習・研究内容を羅列するのではなく、これまでの学習・研究によって、どのよ

うな問題に関心を持つに至ったかを説明してください。

・その問題について、これまでどのような先行研究があるのか、どのような事象が発生してい

るのか(発生したのか)を論述してください。

・その問題についてどのような課題が残っており、今後どのような研究を行おうとしているの

かを述べてください。

（２）様式

・他の文献を引用・要約する際には、その点を明記し、どの文献のどの箇所であるかを特定し

てください。

・上記の他、研究内容報告書の様式については、学術論文を参考にしてください。

－8－

平成 年 月 日(火)～平成 年 月 日(金)

平日の９時～16時受付（12時から13時は除く)
回目募集

平成 年 月 日(火)～平成 年 月 日(金)

平日の９時～16時受付（12時から13時は除く)
回目募集

郵送の場合は、速達・書留郵便で送付してください。(締切日必着)

受験票は、次の期日までに志願者あてに発送します。

１回目募集：平成27年９月３日(木)

２回目募集：平成28年１月18日(月)

出願書類等の提出(送付)先

〒640-8510 和歌山市栄谷930番地

和歌山大学経済学部教務係

出願書類はすべて原本とし、コピーは認めません。(研究内容報告書除く)

日本語以外による証明書の場合は、訳文(和訳)を添付してください。

本研究科所定用紙。住所、氏名、郵便番号を明記してください。あて名票

本研究科所定封筒。住所、氏名、郵便番号を明記の上、362円切手を貼付してくだ

さい。

⑨返信用封筒

(受験票送付用)



（３）言語

・日本語とします。

（４）形式

・Ａ４用紙(縦長)に横書で５部(同一のものを５部，コピー可)作成してください。

・表紙に「研究内容報告書」と記し、氏名を明記してください。

・研究内容報告書本文は、パソコン等を使用する場合、１枚40字×30行とし、100行以内で作成

してください。手書きの場合は、１枚20字×20行の横書きの原稿用紙に200行以内で作成して

ください。いずれも、図表、注、参考文献、空白行等を含みます。注は脚注とせず、文末注

にしてください。

（５）その他の注意事項

研究内容報告書の言語・形式が上記の要件を満たしていない場合、出願書類の不備と見なし

ます。

.面接試験期日及び試験場

（１）面接試験期日

個々の受験者の試験日時については、受験票とともに郵送します。

（２）試験場

和歌山大学経済学部

.合格者の発表

（１）合格者の発表は、次のとおり、合格者の受験番号を掲示します。

掲示場所：経済学部掲示板

（２）合格者へは合格発表日に合格通知書を発送します。

（３）ホームページ上に合格者番号を下記のとおり掲載します。

http：//www.eco.wakayama-u.ac.jp

掲載期間>

１回目募集：平成27年９月25日正午から平成27年９月30日午後５時まで

２回目募集：平成28年２月５日正午から平成28年２月10日午後５時まで

※これは、本学部が情報提供の一環として行うものであり、公式の発表は上記(１)及び(２)によります。

また、当日は回線の状態により応答が遅くなったり閲覧が出来なくなることも予想されますのでご留意ください。

（４）電話等による合否の問い合わせには一切応じません。

.合格の取り消し

合格者が平成28年３月末までに出願資格を満たさなかった場合には、合格を取り消します。

.身体障がい者等の事前相談

身体に障がいを有する者で、受験及び修学上、特別な配慮を必要とする場合は、出願時までに

その旨を申し出てください。

.入試情報開示

（１）志願者数、受験者数、合格者数、入学者数は、ホームページ等で開示します。また、各専

攻の入試区分ごとに、合格者の最高点、最低点、平均点を、ホームページ等で開示します。

ただし、募集人員または合格者のいずれかが10人以下の場合は開示しません。
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平成 年 月 日(土)回目募集

平成 年 月 日(金)回目募集

平成 年 月 日(金)午前 時回目募集

平成 年 月 日(金)午前 時回目募集

予備日 平成 年 月 日(日)

予備日 平成 年 月 日(土)



http：//www.wakayama-u.ac.jp

（２）試験成績は、受験者本人の請求により以下のとおり開示します(遠隔地等の場合は郵送も可)。

①開示時期：１回目募集 平成27年11月９日(月)から平成28年１月４日(月)まで。

月～水の９時～17時。

２回目募集 平成28年５月９日(月)から平成28年６月29日(水)まで。

月～水の９時～17時。

②開示内容：得点および順位。ただし順位は、募集人員または合格者のいずれかが10人以

下の場合は開示しません。

③必要書類：本学の受験票

④開示場所：和歌山大学経済学部教務係

.個人情報の取り扱いについて

出願時のデータや、試験実施結果、入学手続の状況等の個人データを入試に関する調査・研究

のために利用することがありますので、予めご了承願います。なお、これらの個人データを利用

する場合も、個人を特定する内容の資料や個人を特定できる資料を作成することはありません。

Ⅶ 入学手続等

.入学手続

合格者には、入学手続書類を送付するとともに、その他入学手続に必要な事項を通知します。

入学手続期間

※外国在住の外国人留学生に限り、査証取得に日数を要することから、希望により２月16日、

３月14日～３月15日に入学手続を行うことができます。

なお、期間内に入学手続を行わなかった場合は、入学を辞退したものとして取り扱います。

.入学料及び授業料

入学料 282,000円

授業料 535,800円(前期分267,900円)

なお、在学中に授業料の改定が行われた場合は、改定時から新授業料が適用されます。

注）上記記載の金額は、平成27年度のものです。

・平成28年度入学者の納付金額については、決定次第、別途お知らせします。

・納入された入学料は、返還しません。

・入学手続完了者が、３月31日までに入学を辞退した場合には、納付した者の申し出により当

該授業料相当額を返還します。

Ⅷ その他

.募集要項の郵送による請求方法

募集要項の郵送を希望する場合は、下記あてに返信用封筒(角形２号の封筒に300円切手を貼付

の上、住所、氏名、郵便番号および朱書きで「ゆうメール」と明記したもの)を送付してくださ

い。

往信用封筒には、「経済学研究科修士課程学生募集要項請求」と朱書きしてください。

外国から送付を希望する場合は航空便書状(定形外郵便物)350グラム料金相当の国際返信切手

券を同封し請求してください。

募集要項請求及び問合せ先> 〒640-8510 和歌山市栄谷930番地

和歌山大学経済学部教務係

TEL 073-457-7805

－10－

平成 年 月 日(土)～平成 年 月 日(日)



.税理士試験における一部科目の免除について

税理士の資格を取得するためには、国税庁が実施する税理士試験(会計２科目、税法３科目の計

５科目)に合格しなければなりません。ただし、一定の要件を満たす場合には、一部の科目が免除

される制度があります。(本学大学院経済学研究科に進学し、会計学の研究によって学位を得た場

合には会計科目のうち１科目が、税法学の研究によって学位を得た場合には税法科目のうち２科

目が免除されることがあります。)

詳細は、国税庁ホームページ http：//www.nta.go.jp をご覧ください。

.岸和田サテライトで「租税法」を研究する正規生の募集について

主に社会人を対象として、岸和田サテライトで租税法を研究し税理士を目指す正規生(平成28年

度生)を募集します。実務重視の研究指導と充実した授業科目によって、岸和田サテライトで修士

課程修了が可能です。税法科目授業が常時開設され、関連授業科目も充実しています。また、働

きながら学びやすい、平日夜間及び土曜日開講になっています。

なお、栄谷キャンパス(本校)で開講される授業科目も受講することができます。

岸和田サテライト所在地：岸和田市港緑町1-1 岸和田市立浪切ホール内(事務室２階)

問合せ先：和歌山大学経済学部教務係

TEL：073-457-7805

.科目等履修生制度の活用

和歌山大学大学院経済学研究科(以下、本研究科)では、本研究科修士課程に正規生として入学

する前に、科目等履修生として入学することで次の制度を活用できます。

・既修得単位認定制度

本研究科科目等履修生が正規生の入学試験に合格すると、科目等履修生で修得した科目が

18単位(９科目)まで既修得単位として認定されます。(他大学大学院における修得単位は、10

単位までしか認定されません。)

栄谷キャンパス、岸和田サテライト、南紀熊野サテライト(紀南サテライト)、まちかどサ

テライト及び地域マネジメントプログラムで開講された本研究科の科目が対象になります。

・社会人短期履修制度

社会人の場合、本研究科科目等履修生として６単位(３科目)以上を修得していれば、通常

は修了に２年間かかる修士課程を、最短１年で修了することができます。なお、短期履修制

度を利用した場合は上記２「税理士試験における一部科目の免除について」の対象とはなり

ません。

これらの制度を利用する場合は、入学試験合格後に申請が必要です。

問合せ先：和歌山大学経済学部教務係

電話(073)457-7805

.長期履修の制度

職業を有している等の事情で、通常の学生よりも１年間の履修可能な単位数や研究指導を受け

る時間が制限されるため、本学研究科の標準修業年限(修士課程２年)を超えて履修しなければ課

程を修了することができない者に対し、審査のうえ標準修業年限を３年又は４年に延長する制度

です。

この制度を利用する場合は、入学試験合格後に経済学部教務係にご確認ください。

問合せ先：和歌山大学経済学部教務係

電話(073)457-7805
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学生生活

.入学料免除の制度

本学では、次の要件にいずれかに該当する場合は、本人の申請に基づき選考の上、入学料の全

額または半額を免除する制度があります。

①入学前一年以内において本人の学資を主として負担する者(学資負担者)が死亡した場合

②入学前一年以内において本人若しくは学資負担者が風水害の災害を受けた場合

③経済的理由により入学料の納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる場合

.入学料徴収猶予の制度

本学では、次の要件にいずれかに該当する場合は、本人の申請に基づき選考の上、平成28年７

月末日(入学年度の７月末日が日曜日にあたる時は前々日まで、土曜日にあたる時は前日まで)を

限度として入学料の納入を猶予する制度があります。

①入学前一年以内において本人の学資を主として負担する者(学資負担者)が死亡した場合

②入学前一年以内において本人若しくは学資負担者が風水害の災害を受けた場合

③経済的理由により入学料の納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる場合

.授業料免除の制度

本学では、次の要件にいずれかに該当する場合は、本人の申請に基づき選考の上、授業料の全

額または半額を免除する制度があります。

①入学前一年以内において本人の学資を主として負担する者(学資負担者)が死亡した場合

②入学前一年以内において本人若しくは学資負担者が風水害の災害を受けた場合

③経済的理由により授業料の納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる場合

.奨学金

（１）日本学生支援機構の奨学金

（申込資格）

学業・人物ともに優秀で、経済的理由により修学が困難である者。

（奨学生の決定）

本学が人物・健康・学力・家計の申込基準を満たしている奨学金申込者の中から選考の

うえ、日本学生支援機構に推薦します。同機構では審査のうえ、採用を決定します。基準

を満たしていても、予算の関係で採用されない場合があります。

（奨学金の種類）

第一種奨学金(無利子)>･･････貸与月額50,000円、88,000円から選択

第二種奨学金(有利子)>･･････貸与月額50,000円、80,000円、100,000円、130,000円、

150,000円から選択

（注）貸与月額については、平成27年度実績であり変更されることがあります。

（２）地方公共団体等の奨学金

日本学生支援機構の奨学金の他に、地方公共団体や各種団体等が扱っている育英奨学金制度が

あります。これらの募集は、ほとんどが４～５月に集中しており、学生センターの掲示板に随時

掲示しています。この他に、大学に直接募集のないものもありますので、各団体や出身の都道府

県に各自問い合わせてください。

（３）家計急変奨学金

本学では、学資負担者の家計急変(失職、破産、倒産、病気、死亡もしくは地震・風水害の被害

等)により修学を継続することが経済的に困難となった学生の学費・生活費を援助することを目的
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とした奨学金制度があります。

貸 与 額：無利子貸与とし、一時金10万円、20万円、30万円より申請者が選択する。

返還期間：貸与された翌月から卒業後３年以内。

.学生傷害保険等

（１）学生教育研究災害傷害保険（学研災）

学研災は、学生が正課中、学校行事中、通学中、教育研究のために大学施設内にいる間及び課

外活動中等に不慮の事故にあい、傷害を受けたり、あるいはそれらが原因で後遺障害を負ったり、

死亡した場合に、当該学生やその家族に保険金が支払われる全国的規模の補償制度です。

（注）本学が学生全員の学研災の保険料を負担し、一括加入していますので、個々に加入する

必要はありません。

（２）学研災付帯賠償責任保険（学研賠）【任意加入】

学研賠は、日本国内外において、学生が正課中、学校行事中、課外活動(インターンシップ・介

護体験・教育実習・保育実習・ボランティア活動)中及びその往復等で、他人にケガを負わせた

り、他人の財物を損壊したことにより生ずる法律上の損害賠償を補償する制度です。

（３）学研災付帯学生生活総合保険（学総）【任意加入】

学総は、学研災及び学研賠では補償が不足すると思われる場合に、学研災に加えて任意に加入

できる保険で、学研災や学研賠では補償されない病気や日常生活でのケガ等についても補償され

ます。この保険に加入すれば、賠償責任を負った場合の補償を含んでいるため、学研賠に加入す

る必要はありません。

.下宿・アパート

市街地及び大学周辺のアパート・マンション等の斡旋は、和歌山大学消費生活協同組合(073－

456－4155)で行っていますので、各自問い合わせてください。なお、平均的な物件の家賃は月額

35,000円です。
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開講授業科目

平成28年度の開講授業科目は未定ですが、参考のために平成27年度の開講授業科目を示すと、次

のとおりです。
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【経済学専攻】

応用経済統計学特殊問題

環境政策特殊問題

金融論特殊問題

経済学原理特殊問題

経済理論史特殊問題

公共経済学特殊問題

国際経済学特殊問題

国際経済史特殊問題

産業経済地理学特殊問題

社会政策特殊問題

政治経済学原理特殊問題

日本経済史特殊問題

農業経済学特殊問題

ファイナンス特殊問題

マクロ経済学特殊問題

ミクロ経済学特殊問題

【経営学専攻】

会計学特殊問題

会計史特殊問題

観光人材特論

観光戦略特論

管理会計論特殊問題

企業戦略論特殊問題

経営学史特殊問題

経営行動特殊問題

経営人類学特論

原価計算論特殊問題

国際経営論特殊問題

サービスマネジメント特論

視覚情報処理特殊問題

戦略情報システム論特殊問題

知識情報処理特殊問題

日本経営史特殊問題

日本的・リーン生産システム特殊問題

【市場環境学専攻】

欧州経済特殊問題

会社法特殊問題

企業組織法特殊問題

銀行論特殊問題

現代中国経済特殊問題

憲法特殊問題

交通政策論特殊問題

社会知識情報システム特殊問題

社会保障法特殊問題

消費税法特殊問題

所得税法特殊問題

マーケティング特殊問題

マーケティング特論

民事責任法特殊問題

【南紀熊野サテライト】

紀伊半島の環境と生活

紀伊半島の地質とジオパーク

持続可能な現代社会

地域再生論

地球と惑星の気象学

【岸和田サテライト】

国税通則法特殊問題

政策形成論

租税法英米判例特殊問題

租税法実務特殊問題

相続税法特殊問題

簿記論特殊問題

民事紛争とその法的解決



－15－


